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大学共同利用機関である分子科学研究所は，国際的な分子科学研究の中核拠点として所内外の研究者を中心とした

共同研究と設備を中心とした共同利用を積極的に推進し，大学等との人事流動や国際交流を活性化しながら，周辺分

野を含めた広い意味の分子科学の発展に貢献する使命を持っている。

分子科学研究所が行う事業には，『先端的な研究を推進する拠点事業』，『国内の研究者への共同研究・共同利用支

援に関する事業』，『研究者の国際ネットワーク構築に関する事業』，『研究力強化推進事業』がある。予算的には運営

費交付金の一般経費・特別経費，文部科学省の委託事業，日本学術振興会等の競争的資金で実施している。運営費交

付金の一般経費以外はいずれも期間が定められており，運営費交付金一般経費も毎年削減を受けている。

（１）『先端的な研究を推進する拠点事業』の UVSOR 共同利用事業（放射光分子科学），エクストリームフォトニク

ス連携事業（レーザー分子科学）に関連するものとして，光創成ネットワーク研究拠点プログラム（分子科学研究

所は分担）を 2017 年度まで受託，実施した。また，スーパーコンピュータ共同利用事業（理論計算分子科学）に

関連するものとして，文科省の「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（HPCI）の構築」プ

ロジェクトは 2015 年度で終了し，2014 年度より「エネルギーの高効率な創出，変換・貯蔵，利用の新規基盤技術

の開発（ポスト「京」重点課題⑤）」が実施された。これは 2019 年度で終了し，富岳成果創出加速プログラムとし

て継続した（分子科学研究所としての活動は行っていない）。さらに，理論計算に関連するものとして，文科省「元

素戦略プロジェクト」の「触媒・電池の元素戦略研究拠点」（分子研は分担）を受託，2021 年度まで実施した。

2018 年度より文部科学省から「光・量子飛躍フラッグシッププログラム Q-LEAP」事業を，2022 年度から内閣府／

科学技術振興機構から「ムーンショット型研究開発事業」を受託している。

（２）『国内の研究者への共同研究・共同利用支援に関する事業』のうち，実験研究のための共同利用は機器センター

が担当している。研究設備ネットワーク事業（2007 年度から「化学系研究設備有効活用ネットワークの構築」，

2010 年度より「大学連携研究設備ネットワークによる設備相互利用と共同研究の促進」）を進めている。また，

2011 年度までは文科省の研究施設共用イノベーション創出事業「ナノテクノロジーネットワーク」の「中部地区ナ

ノテク総合支援」プロジェクトの幹事機関として，2012 年度より文科省「ナノテクノロジープラットフォーム」事

業の「分子・物質合成プラットフォーム」の代表機関（機器センター内にナノテクノロジープラットフォーム運営

室を設置）として，共同利用設備の共用を推進している。この事業は 2021 年度で終了し，後継事業として文科省「マ

テリアル先端リサーチインフラ」が 2021 年度から開始することとなり，分子科学研究所はそのスポーク機関とし

て参画している。2022 年度からはこの事業が本格稼働した。前述の大学連携研究設備ネットワーク事業については，

当初の３つの目的である，全国的設備相互利用，設備復活再生，最先端設備重点配置のうち，第 2 期中期計画期間

では，最初のものだけが生き残り実施されることになったが，2015 年度には 2016 年度以降（第 3 期中期計画期間）

の事業の方向性を見直した。一方，後 2 者については，共同利用設備の安定的な運営を勘案し，旧分子スケールナ

ノサイエンスセンターの共同利用設備をすべて機器センターに集約し，予算面では「マテリアル先端リサーチイン

フラ」事業予算（外部資金）を主な財源とし，運営費交付金一般経費も用いながら運用している。
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（３）『研究者の国際ネットワーク構築に関する事業』としては，個人ベースの萌芽的な取り組みと組織ベースの国際

共同研究拠点の形成がある。従来からの外国人顧問制度，客員外国人制度，招へい外国人制度，国際研究集会（岡

崎コンファレンスなど）を実施すると同時に，第 1 期中期計画期間には独自の分子研国際共同プログラムを進めた。

このプログラムは個人ベースの国際共同研究のきっかけ（萌芽的国際共同）を作るものである。さらに国際共同研

究拠点として組織ベースで取り組むために，第 2 期中期計画期間においては，自然科学研究機構としての運営費交

付金特別経費で「自然科学研究における国際的学術拠点の形成」事業がスタートした。分子科学研究所では，「分

子科学国際共同研究拠点の形成」による新たな取組（協定締結等）を進めている。また，日本学術振興会の多国間

交流事業「アジア研究教育拠点事業」の一環として，「物質・光・理論分子科学のフロンティア」（2006 年度～

2010 年度）の事業を行ってきた。5 年間，日中韓台の 4 拠点（協定をそれぞれ締結）を中心にしてマッチングファ

ンド方式での様々な試みを行った。また，分子科学研究所（総合研究大学院大学として）は，外務省による 21 世

紀東アジア青少年大交流計画（JENESYS プログラム）の枠で設定された日本学術振興会の「若手研究者交流支援

事業」に 2008 年度より 2011 年度まで毎年，応募・採択され，対象国の若手研究者（院生を含む）の人材育成に貢

献してきた。これらの事業については，現在，これまでの経験を踏まえて精査を行った上で集中・重点化し，いく

つかの予算枠を組み合わせる形で実施している。なお，2015 年度以降は IMS-IIPA（International Internship Program 

in Asia）としてアジア地区の国際ネットワークを構築するとともに，米国，欧州，イスラエルとの若手研究者を対

象とした国際共同研究（こちらは IMS-IIP と呼ぶ）を強化しているところである。

（４）『研究力強化推進事業』

 自然科学研究機構として文科省の「研究大学強化促進事業」の予算を受けて機構として一体的に行う事業である。

2013 年 10 月より 10 年計画で開始された。詳しくは 5-8 を参照のこと。


